
◎児童福祉法の一部を改正する法律 
（平成一六年一二月三日法律第一五三号）   

一、提案理由（平成一六年一一月二日・衆議院厚生労働委員会） 

○尾辻国務大臣 ただいま議題となりました児童福祉法の一部を改正する法律案につき

まして、その提案の理由及び内容の概要を御説明申し上げます。 

 急速な少子化の進行等を踏まえ、総合的な次世代育成支援対策を推進するため、次世

代を担う子供が心身ともに健やかに育つための環境を整備することが喫緊の課題となっ

ております。このため、児童虐待等の問題に適切に対応できるよう、児童相談に関する

体制の充実等を図るとともに、慢性疾患にかかっている児童に対する医療の給付を創設

する等の措置を講ずることとし、この法律案を提出した次第であります。 

 以下、この法律案の主な内容につきまして御説明申し上げます。 

 第一に、児童相談に関する体制の充実であります。児童相談に関する市町村、都道府

県及び児童相談所の業務に関する規定を整備するとともに、地方公共団体は、児童に関

する情報の交換等を行う要保護児童対策地域協議会を置くことができることとしており

ます。 

 第二に、児童福祉施設、里親等のあり方の見直しであります。要保護児童に対する適

切な保護と支援を図るため、乳児院及び児童養護施設の入所児童の年齢要件を見直すと

ともに、児童に対する里親の権限の明確化を図ることとしております。 

 第三に、要保護児童に係る措置に関する司法関与の見直しであります。要保護児童と

その保護者の関係の改善等を図るため、児童相談所による保護者に対する指導措置につ

いて家庭裁判所が関与する仕組みを導入することとしております。 

 第四に、慢性疾患にかかっている児童に対する医療の給付の創設であります。本給付

については、都道府県が行うこととし、国は、都道府県が支弁する当該給付に要する費

用を補助することができることとしております。 

 このほか、保育料収納事務の委託に関する規定を整備するとともに、児童の売買、児

童買春及び児童ポルノに関する児童の権利に関する条約の選択議定書を締結するための

規定を整備することとしております。 

 最後に、この法律の施行期日は、平成十六年十月一日としておりますが、児童相談に

関する体制の充実、要保護児童に関する司法関与の見直し等については、一部を除き、

平成十七年四月一日としております。 

 以上が、この法律案の提案理由及びその内容の概要であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御可決あらんことをお願い申し上げます。 

二、衆議院厚生労働委員長報告（平成一六年一一月一一日）   

○鴨下一郎君 ただいま議題となりました児童福祉法の一部を改正する法律案について、

厚生労働委員会における審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、次世代育成支援対策を推進するため、児童虐待等の問題に適切に対応できる



よう児童相談に関する体制の充実等を図るもので、その主な内容は次のとおりでありま

す。 

 第一に、児童相談に関する市町村、都道府県及び児童相談所の業務に関する規定を整

備すること、 

 第二に、乳児院及び児童養護施設の入所児童の年齢要件を見直すとともに、里親の権

限の明確化を図ること、 

 第三に、家庭裁判所の承認を得て行う児童福祉施設への入所措置を有期限化するとと

もに、児童相談所による保護者に対する指導措置について家庭裁判所が関与する仕組み

を導入すること、 

 第四に、慢性疾患にかかっている児童に対する医療の給付を創設すること 

等であります。 

 本案は、第百五十九回国会に提出され、去る三月三十一日本委員会に付託されました

が、継続審査となっていたものであります。 

 今国会におきまして、去る十一月二日尾辻厚生労働大臣から提案理由の説明を聴取し、

五日質疑に入り、昨十日に質疑を終了いたしました。 

 質疑終了後、自由民主党、民主党・無所属クラブ、公明党及び社会民主党・市民連合

より、本法案による事務を適切に行うための市町村における体制整備等の措置、児童福

祉施設への入所措置の更新について、当該児童の保護者に対する指導措置の効果等に照

らして判断する旨を加えること及び施行期日についての修正案が、日本共産党から、慢

性疾患にかかっている児童に対する医療給付の対象者等に関する修正案がそれぞれ提出

され、日本共産党提出の修正案について内閣の意見を聴取いたしました。 

 次いで、原案及び両修正案について採決を行い、日本共産党提出の修正案は賛成少数

をもって否決され、自由民主党、民主党・無所属クラブ、公明党及び社会民主党・市民

連合提出の修正案及び修正部分を除く原案はいずれも全会一致をもって可決され、本案

は修正議決すべきものと議決した次第でございます。 

 なお、本案に対し附帯決議を付することに決しました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○委員会修正の提案理由（平成一六年一一月一○日） 

○水島委員 ただいま議題となりました児童福祉法の一部を改正する法律案に対する修

正案につきまして、自由民主党、民主党・無所属クラブ、公明党及び社会民主党・市民

連合を代表いたしまして、その趣旨を御説明申し上げます。 

 修正の要旨は、第一に、市町村は、この法律による事務を適切に行うために必要な体

制の整備に努めるとともに、当該事務に従事する職員の人材の確保及び資質の向上のた

めに必要な措置を講じなければならないものとすること。 

 第二に、児童福祉施設への入所措置の更新について、当該措置に係る保護者に対する

指導措置の効果等に照らし判断する旨を加え、更新に際しては、指導措置の効果や児童



の心身の状態等を考慮することを明確化すること。 

 第三に、原案において平成十六年十月一日としている児童自立生活援助事業における

就業の支援等に関する規定等の施行期日を平成十七年一月一日に、慢性疾患児童の健全

な育成を図るための措置に関する規定の施行期日を平成十七年四月一日にそれぞれ改め

るものとすること。 

 以上であります。 

 何とぞ委員各位の御賛同をお願いいたします。 

○附帯決議（平成一六年一一月一○日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。 

一 児童福祉司等専門職員の資質の向上と配置基準の見直し等を行うなど児童相談所及

び市町村の体制の拡充を図ること。 

二 子どもたちに良好な家庭的環境を与えるために、職員の拡充、施設のホーム化等児

童養護施設の改善に取り組むこと。 

三 児童福祉に関する家庭裁判所の機能の強化に向けての取り組みを進めること。 

四 保護者に指導措置を受けさせるための勧告が、実際にどのように機能したのかを検

証すること。また、指導措置の内容について専門的・学術的観点からの研究をさらに

進めること。 

五 国及び地方自治体における関係機関の連携強化を図るとともに、民間団体、ＮＰＯ

との一層の連携を図ること。 

六 里親制度を発展させるための支援を強化すること。また、虐待を受けた者に対して

適切かつ多様な支援を行うために、自立援助ホームの充実強化に取り組むこと。 

七 保護者への指導・支援のあり方、虐待事件の検証結果などが地方自治体にきちんと

周知徹底されるよう連携・指導に努めること。 

八 小児慢性特定疾患については、子どもに治療を受けさせながら生計を立てていると

いう保護者の立場を理解しつつ、子どもに対して最適な医療を提供するという制度の

趣旨を踏まえ、制度のあり方等について検討を続けるとともに、手続きなどの負担を

できる限り軽減すること。 

三、参議院厚生労働委員長報告（平成一六年一一月二六日）   

○岸宏一君 ただいま議題となりました法律案につきまして、厚生労働委員会における

審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、次世代育成支援対策を推進するため、児童虐待等の問題に適切に対応で

きるよう児童相談所及び市町村の役割並びに児童福祉施設の在り方の見直し等を行うと

ともに、慢性疾患にかかっている児童に対する医療の給付を創設する等の措置を講じよ

うとするものであります。 

 なお、衆議院において、市町村の体制整備に関する規定等を加えるとともに、施行期

日について修正が行われております。 



 委員会におきましては、国立成育医療センター及び東京都児童相談センターの実情を

調査するとともに、地域における虐待防止ネットワークの構築の必要性、児童相談所の

体制整備の重要性、市町村業務の拡大に伴う国の支援の在り方、小児慢性特定疾患対策

の法制化の意義と難病対策との関係等について質疑が行われましたが、その詳細は会議

録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告を申し上げます。 

○附帯決議（平成一六年一一月二五日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。 

一、児童福祉司等専門職員の資質の向上を図るとともに、その配置基準を見直す等、児

童相談所の体制の拡充に努めること。また、全市町村における要保護児童対策地域協

議会の速やかな設置を目指すとともに、新たに窓口となる市町村においても専門性を

確保できるよう必要な技術的支援を行うこと。 

二、子どもたちが良好な家庭的環境の下で生活できるよう、職員の拡充、施設の小規模

ホーム化等児童養護施設の改善に取り組むこと。また、施設を退所した児童に対する

生活拠点を確保し、就労支援が適切に行われるよう自立援助ホームの設置の促進及び

機能の充実強化を図ること。 

三、里親制度の普及を図るため、一層の啓発に努めるとともに、里親への支援体制を強

化すること。 

四、児童福祉に関する家庭裁判所の機能の強化に向けての取組を進めること。 

五、保護者に指導措置を受けさせるための勧告が実際にどのように機能したのかを検証

すること。また、指導措置の内容について専門的・学術的観点からの研究を更に進め

ること。 

六、国及び地方自治体における関係機関の連携強化を図るとともに、民間団体、ＮＰＯ

との一層の連携を図ること。 

七、保護者への指導・支援の在り方、虐待事件の検証結果などが有効に活用されるよう

地方自治体への周知徹底を努めること。 

八、乳幼児健診等あらゆる機会を通じて虐待を早期に把握するよう努めるとともに、過

重な育児負担のある養育者が確実に支援を受けられるよう体制整備を行うこと。 

九、小児慢性特定疾患治療研究の一層の推進を図るとともに、児童虐待の予防、虐待さ

れた児童に対するケア、養育者へのカウンセリング等に資する医学的・社会学的研究

についてもその充実を図るため、予算面・人員面で十分な配慮を行うこと。 

十、小児慢性特定疾患対策については、法制化に伴い制度の周知徹底及び事務手続の簡

素化を図るとともに、自己負担の導入が保護者に過重な負担とならないよう十分配慮



すること。また、必要に応じて継続した治療が受けられるよう成人の難病対策との連

携を可能な限り図るとともに、福祉サービスの充実についても取り組むこと。 

十一、小児慢性特定疾患治療研究事業の在り方について引き続き検討を続けるとともに、

患者団体、医療機関関係者及び専門家、自治体等の関係者の意見を十分踏まえ、必要

に応じ制度の見直しを行うこと。 

  右決議する。 


